
２００６年３月期  中間決算短信(単体)     ２００５年１１月１１日 

上 場 会 社 名             三谷セキサン株式会社                  上 場 取 引 所 ：  大 

コ ー ド 番 号             ５２７３                本社所在都道府県 ： 福井県 

（ＵＲＬ http：//www.m-sekisan.co.jp） 

問 合 せ 先             責任者役職名   常 務 取 締 役 

                氏    名   増 山  憲 一      ＴＥＬ （０７７６）２０－３３３３ 

中間決算取締役会開催日  2005 年 11 月 11 日             中間配当制度の有無          有 

中 間配当支 払開始 日               － 年 － 月 － 日   単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

１． ２００５年９月中間期の業績（２００５年４月１日～２００５年９月３０日） 

（１） 経営成績                                     （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
      百万円      ％      百万円    ％       百万円     ％ 

2005 年 9 月中間期 １８，６６９   18.0 １,２０１     97.8 １,２３９     70.6 

2004 年 9 月中間期 １５，８１５   13.5 ６０７   △6.8 ７２６   △3.0 

2005 年 3 月期 ３３，９００   17.7 １,４３５    4.1 １,５８１    5.8 

 

 
中間(当期)純利益 

１ 株 当 た り        

中間(当期)純利益 
 

      百万円      ％ 円  銭  

2005 年 9 月中間期 ７６６        138.2 ３６ ３６  

2004 年 9 月中間期 ３２１     △7.4 １４ ９９  

2005 年 3 月期 ７０１     21.1 ３２ ９４  

（注） ① 期中平均株式数 2005 年 9月中間期 21,071,837 株 2004 年 9月中間期 21,452,951 株 

 2005 年 3 月期 21,290,268 株   

② 会計処理の方法の変更       無  

③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間(当期)期増減率 

（２） 配当状況 

 １ 株 当 た り 

中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 

年 間 配 当 金 
 

 円  銭 円  銭 

2005 年 9 月中間期 － － 

2004 年 9 月中間期 － － 

2005 年 3 月期 － ８  ５０ 

 

（３） 財政状態 

 総 資 産         株 主 資 本         株 主 資 本 比 率         １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％           円  銭 

2005 年 9 月中間期 ２６，７４８ １２，３５６ ４６．２ ５８６ ９３ 

2004 年 9 月中間期 ２２，８４８ １０，８０６ ４７．３ ５０７ ３１ 

2005 年 3 月期 ２５，５４５ １１，５３８ ４５．２ ５４７ ０９ 

（注） ① 期末発行済株式数 2005 年 9 月中間期 21,052,378 株 2004 年 9 月中間期 21,301,628 株 

 2005 年 3 月期 21,091,396 株   

② 期末自己株式数 2005 年 9 月中間期 3,934,221 株 2004年 9月中間期 3,684,971 株 

 2005 年 3 月期 3,895,203 株   

２． ２００６年３月期の業績予想（２００５年４月１日～２００６年３月３１日） 

  １ 株 当 た り 年 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期        末 

間 配 当 金 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

2006 年 3 月期 ３６，０００ １，９１０ １，１２０ １０ ００ １０ ００ 

（参考）1株当たり予想当期純利益  ５３円２０銭 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における 

仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び 

業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、決算短信（連結）の添付資料 P. 3 をご参照ください。 



 

1. 中間貸借対照表                                                   （単位：百万円） 
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期　　　別

科　　　目

％ ％     

16,610 62.1   14,110 61.8 2,499 16,319

912 2,024 △ 1,111 2,642

5,695 5,304 390 4,992

8,725 6,639 2,086 8,598

307 255 52 271

34 25   9 44

1,142 57   1,084 62

346 307   39 354

77 79 △ 2 48

△ 632 △ 583 △ 48 △ 694

10,138 37.9 8,737 38.2   1,400 9,226

5,887 22.0 5,674 24.8   212 5,658

1,764 1,856 △ 91 1,803

411 400   11 403

528 416   112 427

24 28 △ 4 24

646 450   196 484

2,198 2,229 △ 31 2,190

312 291   20 323

45 0.2 46 0.2 △ 1 38

44 43   1 37

－ 2 △ 2 －

0 0 △ 0 0

4,205 15.7 3,016 13.2   1,188 3,529

2,687 1,478   1,209 2,206

1,257 877   380 959

22 22 － 22

22 22 △ 0 22

235 252 △ 16 222

－ 411 △ 411 119

27 14   13 21

△ 49 △ 62 13 △ 45

26,748 100.0 22,848 100.0 3,899 25,545

電 話 加 入 権

投資その他の資産

前期末

金  額

機 械 及 び 装 置

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

比 較 増 減

金　　額

（2005年3月31日現在）

無 形 固 定 資 産

原 石 山

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

構 成 比

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

前 渡 金

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

出 資 金

そ の 他

土 地

前中間期末

(2004年9月30日現在）

金　　額 構 成 比

当中間期末

(2005年9月30日現在）

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

棚 卸 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

そ の 他



                                             （単位 ： 百万円） 

％ ％     

  13,299 49.7   11,011 48.2 2,287 13,028

4,994 3,904 1,090 5,051

4,206 4,051 154 4,549

1,530 1,020   510 1,100

1,647 1,333 314 1,652

514 350   164 331

38 30   7 26

273 247   26 267

93 73   19 50

  1,092 4.1   1,030 4.5   62 978

46 96 △ 50 41

762 685   77 677

244 230   13 238

20 17   2 20

18 －   18 －

14,391 53.8 12,041 52.7   2,350 14,006

2,146 8.0 2,146 9.4 － 2,146

1,844 6.9 1,844 8.1 － 1,844

1,844 1,844 － 1,844

8,572 32.1 7,606 33.3 966 7,986

536 536 － 536

5,900 5,900 － 5,900

1,640 1,640 － 1,640

300 300 － 300

3,960 3,960 － 3,960

2,136 1,169 966 1,549

898 3.3 204 0.9 693 645

△ 1,105 △ 4.1 △ 994 △ 4.4 △ 110 △ 1,083

12,356 46.2 10,806 47.3 1,549 11,538

26,748 100.0 22,848 100.0 3,899 25,545

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

別 途 積 立 金

その他有価証券評 価差 額金

中間（当期）未処分利益

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

研 究 開 発 積 立 金

配 当 積 立 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

流 動 負 債

支 払 手 形

期 別

科 目

（ 負 債 の 部 ）

そ の 他

未 払 法 人 税 等

固 定 負 債

未 払 金

長 期 預 り 保 証 金

前期末 

（2005年3月31日現在）

金  額金　　額 金　　額 構 成 比

(2004年9月30日現在）

前中間期末

比 較 増 減

当中間期末

(2005年9月30日現在）

構 成 比

買 掛 金

短 期 借 入 金

負 債 合 計

未 払 消 費 税 等

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 費 用

繰 延 税 金 負 債

（ 資 本 の 部 ）
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2. 損益計算書                                            （単位：百万円） 
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自 2004年4月 1日

至 2005年3月31日

金　額

％ ％ ％

18,669 100.0 15,815 100.0 2,854 118.0 33,900

15,968 85.5 13,603 86.0 2,365 117.4 29,429

2,700 14.5 2,212 14.0 488 122.1 4,470

1,499 8.1 1,604 10.2 △ 105 93.4 3,035

1,201 6.4 607 3.8 593 197.8 1,435

103 0.6 137 0.9 △ 33 75.8 201

86 77 9 78

17 60 △ 42 123

65 0.4 17 0.1 47 368.5 55

9 8 1 19

56 9 46 36

1,239 6.6 726 4.6 513 170.6 1,581

63 0.3 49 0.3 13 126.7 98

63 23 39 －

－ 21 △ 21 82

－ 0 △ 0 11

－ 5 △ 5 5

43 0.2 206 1.3 △ 162 21.0 501

33 9 23 53

－ 196 △ 196 322

－ － － 87

10 0 10 38

1,259 6.7 570 3.6 689 220.8 1,179

518 2.7 366 2.3 151 141.4 650

△ 25 △ 0.1 △ 118 △ 0.7 92 21.6 △ 172

766 4.1 321 2.0 444 238.2 701

1,370 848 522 161.5 848

2,136 1,169 966 182.6 1,549

金　　額 百 分 率

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 引 当 金 戻 入

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

営 業 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

販売費及び一般管理費

金　　額

経 常 利 益

営 業 外 費 用

退 職 給 付 引 当 金 戻 入

そ の 他 の 特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

前   期

( ))
前期比科　　目

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

至 2004年9月30日(
金　　額百 分 率

期　　別 前中間期 当中間期

)自 2005年4月 1日
至 2005年9月30日(

比 較 増 減 
自 2004年4月 1日

法人税、住民税及び事業税

税引前中間(当期）純利益

特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

減 損 損 失

中間(当期）未処分利益

前 期 繰 越 利 益

中 間 ( 当 期 ） 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額



 3.重要な会計方針 

 

     （１） 有価証券の評価方法は、子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券の時価 

        のあるものは、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価 

        は移動平均法により算定）時価のないものは、移動平均法による原価法である。 

     （２） 棚卸資産の評価方法は、先入先出法による原価法である。 

     （３） 固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産については定率法、但し'98 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附 

        属設備は除く）及び無形固定資産ついては定額法である。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用している。 

 また、原石山については生産高比例法を採用している。 

     （４） 貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

        等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

     （５） 退職給付引当金は、確定拠出年金法の施行に伴い、‘04 年 4 月に確定拠出年金制度へ移行している。 

       退職給付引当金は、移管時の嵩上残高（4 年分割のうち残 2 年分）と‘05 年 9 月末時点での加算退職金の合計額 

       を計上している。 

     （６） 役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を役 

        員退職慰労引当金（商法施行規則 43 条に規定する引当金）として計上している。 

     （７） リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取 

        引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

     （８） 消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 
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注 記 事 項       

１．記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 

2． 中間貸借対照表関係注記                                  

 

 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 

 

（２） 関係会社に対する短期金銭債権 

関係会社に対する短期金銭債務 

 

（３）   自己株式 

         期末発行済株式総数（普通株式） 

         期末に保有する自己株式（普通株式） 

 

（４） １株当たり純資産額 

 

 

（５） 商法施行規則第 124 条第 3 号に規定する純資産額 

当 中 間 期 

(‘0５年 9 月 30 日現在)

８，５５５ 百万円 

 

１，４４0 百万円 

４，６８５ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，９３４，２２１株 

 

５８６円９３銭 

 

 

８９８ 百万円 

 

 

前 中 間 期 

(‘0４年 9 月 30 日現在) 

８，１８４ 百万円 

 

３４９ 百万円 

４，２４３ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，６８４，９７１株 

 

５０７円３１銭 

 

 

２０４ 百万円 

 

前     期 

(‘0５年 3 月 31 日現在)

８，４０７ 百万円 

 

３３９ 百万円 

５，０１６ 百万円 

 

 

２４，９８６，５９９株 

３，８９５，２０３株 

 

５４７円０９銭 

 

 

６４５ 百万円 

 

３． 中間損益計算書関係注記                                  

 

（１） 関係会社との取引高 

① 売 上 高 

② 仕 入 高 

③ 営業取引以外の取引高 

 

（２） １株当たり中間（当期）純利益 

 

当 中 間 期 

(‘0５年 9 月 30 日現在)

１，２８３ 百万円 

６，６８０ 百万円 

６７ 百万円 

 

３６円３６銭 

 

前 中 間 期 

(‘04 年 9 月 30 日現在) 

１，３２１ 百万円 

６，００７ 百万円 

７８ 百万円 

 

１４円９９銭 

 

前     期 

(‘0５年 3 月 31 日現在)

２，８０９ 百万円 

１２，７７５ 百万円 

１０３ 百万円 

 

３２円９４銭 
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４． リース取引関係注記                                  

           リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①    リース物件の取得価額相当額･減価償却累計

額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

    取得価額相当額  機械及び装置 

                    そ  の  他  

                     合 計       

 

減価償却累計額相当額   機械及び装置 

                    そ  の  他 

                      合 計       

 

中間期末(期末)残高相当額   機械及び装置 

                    そ  の  他 

                     合 計       

 

当 中 間 期 

(‘05/4～’05/9) 

１５１ 百万円 

  ４９ 百万円 

２００ 百万円 

 

９８ 百万円 

２８ 百万円 

１２６ 百万円 

 

５２ 百万円 

２１ 百万円 

７３ 百万円 

前 中 間 期 

(‘04/4～’04/9) 

１５４百万円 

  ６４百万円 

２１８百万円 

 

７５百万円 

 ４３百万円 

１１９百万円 

 

７８百万円 

 ２０百万円 

９９百万円 

前 期        

(‘04/4～’05/3) 

１５４ 百万円 

 ７１ 百万円 

２２５ 百万円 

 

８８ 百万円 

４９ 百万円 

１３８ 百万円 

 

８５ 百万円 

２１ 百万円 

１１４ 百万円 

②  未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

              １ 年 以 内           

              １ 年 超            

              合 計           

 

③ 当期支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 

 

２７ 百万円 

４９ 百万円 

７７ 百万円 

 

３６百万円 

 ６７百万円 

１０３百万円 

 

３４ 百万円 

５５ 百万円 

９０ 百万円 

        支払リース料総額 

        減価償却相当額 

        支払利息相当額 

１９ 百万円 

１８ 百万円 

１ 百万円 

２２百万円 

２０百万円 

２百万円 

４３ 百万円 

４０ 百万円 

４ 百万円 

④   減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算出法     リース期間を耐用年数として、残存価格を零として定額法により

算出しております。 

利 息 相 当 額 の 算 出 方      リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額と し、各期への配分方法については、利息法によっており

ます。  
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